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★園内研修の実施頻度を聞いたとこ

ろ、保育所では公私の差がほとんど

なく月１、２回実施している園がも

っとも多いことがわかりました。一

方、幼稚園では、月に1、２回以上

行っている園が国公立で約７割です

が、私立では4割と差が見られます。

この調査においては研修の内容まで

は聞いていないため、頻度が多けれ

ばよいということではありませんが、

保育者全員が園の課題や教育方針に

ついて共通認識をもち、改善してい

くような取り組みが大切と言えるで

しょう。 注１　最も近いものを１つ選択 
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園内研修の頻度 図１ 
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※幼稚園編が引用元となるデータには　、保育編が引用元となるデータには　のマークを表示しています。 

※本結果のサンプル数は公営（公設公営）1540園、私営（民設民営、公設民営）1478園 

データから見る 
幼児教育 

園内研修（自園で主催する研修）を実施する頻度を教えてください。 Q

国公立幼稚園・保育所では月に１、２回、私立幼稚園は年に数回が最も多い 

保育の質向上への関心が高まる中、現場ではどのような取り組みがされているのでしょうか。  

ここでは、ベネッセ次世代育成研究所が行った「第１回幼児教育・保育についての基本調査（幼稚園編／保育所編）」の結果

をもとに、園内研修・園外研修の実態や、保育の質向上のための今後の課題について見ていきましょう。 

調査名　第1回  幼児教育・保育についての基本調査（幼稚園編） 
調査テーマ　国公立・私立幼稚園の教育活動、子育て支援活動などに関す
る意識・実態調査 
調査方法　郵送法（自記式アンケートを郵送により配布・回収） 
調査時期　2007年６月 
調査対象　全国の園児数30人以上（一部、園児数不明の園も含む）の国公
私立幼稚園の園長・副園長（教頭）・主任の先生（１園につき１名が回答） 
 
【サンプル数】 
 

今回ご紹介するデータの調査概要 

調査名　第１回  幼児教育・保育についての基本調査（保育所編） 
調査テーマ　２００８年３月告示の保育所保育指針への保育所の対応と、保
育所における保育の実態・課題を明らかにし、改善の方向性を探ること 
調査方法　郵送法（自記式アンケートを郵送により配布、回収） 
調査時期　２００８年９～１０月 
調査対象　全国の園児数３０人以上（一部、園児数不明の園も含む）の認可
保育所の所長・施設長（園長）、副所長・副施設長（副園長）、主任　※乳児
のみの保育所は除く 
【サンプル数】 
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特集

各園の園内研修に見る取り組みの工夫

　今回、事例でご紹介した園は、特
別に講師を招へいしたり、大がかり
な準備や場を設定したりせず、通常
の保育実践の場や勤務時間内で行え
る園内研修を実施していました。園
内研修の実施にあたって、先生がた
に負担を感じさせないようにするこ
とが基本と言えるでしょう。
　事例１は、研修用のビデオを用い
て、参加者全員が同じ場面を見て、
気づいたことを話し合う方法です。
ここで、保育者は同じ場面でもそれ
ぞれのとらえ方が違うことに気づき、
驚きます。そして、子どもの動きや
表情ひとつをとっても、いろいろな
見方があることを知り、自分の保育
を見直すきっかけになっています。
本来、ビデオカンファレンスは、自
分の保育をビデオに撮影し、参加者
から感想や意見をもらいながら保育
を見直していく方法ですが、慣れな
いと抵抗があります。その場合はこ
の事例のように市販の研修用のビデ
オを使うと、遠慮し合わずに意見を
交わすことができ、準備にかかる労
力を少なくすることができます。
　事例２の合同研究保育では、限ら
れた時間の中で研修を行うために、
午前中で保育の参観と話し合いを終
了する方法をとっています。短い時
間を有効に使う方法の一つと言えま
す。また、園長先生の「研修を通し
て若い先生に自信をもってもらいた
い」という趣旨で、見学後の話し合
いでも、「よいと思った点」からの
コメントを促すなど、まずは「批判
せずに認め合う」ことを実践されて

いました。
　事例３では、保育者全員による「教
育課程の見直し」を行っていました。
これは、“ 園の教育目標と実践を具
体的につなげたい”という園長先生
の強い思いがあっての取り組みです。
この園長先生の哲学（園としての方
向性や保育のビジョン）の大切さに
ついては、巻頭の秋田先生のお話（５
ページ）にも述べられています。また、
ベテランの先生も若手の先生も全員
が参加することによって、話し合い
が、それぞれの経験をもととした学
び合いの場となっています。
　事例４は保護者理解を深める視点
からの研修事例です。研修は子ども
を見る視点を深めるというだけでは
なく、保育を保護者に説明する姿勢

を見直す機会にもなります。ここで
は、「保護者の思いをまずは受け止
めること」が大切であることを学び
ますが、これは保護者に対する姿勢
として、大豆生田先生のお話（8ペー
ジ）でも大切な点としてふれられて
います。保護者とのかかわりについ
て、幼稚園教育要領には「家庭との
緊密な連携を図るようにすること」、
保育所保育指針には「保護者に対す
る支援を行うこと」とそれぞれ明記
されています。今後、ますます保育
者の価値観は多様化し、園への要望
も多岐にわたることが予測されます。
そのような状況に対応するために、
ロールプレイのように、役割や立場
を変えて相手の理解を深めることも、
有効な研修の一つでしょう。

　園内研修のメリットは、保育者が自園の課題を見つけ、共に学び合いな

がら解決する方法を考えられることです。そのため、どの園でもそれぞれ

の状況に応じて、効果的な研修方法で取り組んでいると思います。今回取

材した園においても、ご紹介した方法はその一部で、実際にはさまざまな

方法を組み合わせて実施しています。その中で共通している取り組みのポ

イントは、①保育者全員がかかわり、話し合いの中で共通理解を得る　②短

時間でも振り返り、話し合う機会を継続的にもつ　③自分の保育観を文字

にして周囲に伝える　④園長や主任の先生は、保育者自身が答えを見つけ

られるように的確な助言を行う、というようなことでした。

　園内研修を通して、子どもたちを見る視点や保護者への理解を深めてい

くことにより、保育はさらに充実したものになっていきます。今回ここに

ご紹介した事例やポイントが参考になれば幸いです。

ま と め
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★園内研修にかける予算では、幼保・

公私ともに０円が最多となり、特に、

公営保育所では約９割が０円という

結果となりました。公私で比較する

と、私立・私営の４園に１園程度は

年間 10 万円以上と回答しており、

これは国公立・公営に比べると高い

数値となっています。国公立・公営

は、申請をしてから費用が支給され

ることもあるため、予算額としては

０円と回答していることも考えられ

ます。各園が限られた予算の中で、

園内研修を行っている実態が明らか

になりました。 

★保育所調査において、なるべく多

くの保育士等が研修に参加するため

の工夫を聞いたところ、半数以上の

園が「保育終了後に実施」していま

した。公私で差があるのは、「保育

所の利用者数が少ない日に実施」で、

これは私営が約15ポイント高い結

果となりました。「その他」の回答

を見ると、「午睡の時間」「昼休憩」

という回答が多く、ほかには「土日」

や「職員会議のときに」などが見ら

れました。長時間の保育の合間や終

了後に集まるなど、時間をつくる工

夫をしている園も多くあるようです。 

★外部の講習会など、園外研修への

参加頻度は、国公私立幼稚園と、公

営保育所の約6割が年に数回の参加

という結果でした。それらと比較す

ると、私営保育所の半数以上が月に

１、２回の園外研修に参加しており、

参加頻度が高い傾向がありました。

外部で行われる研修への参加は、職

員の配置など園の実情も影響してい

るようです。 

★園外研修にかける費用は、園内研

修の費用に比べて、公私の別で費用

分布に差が見られました。国公立・

公営の約６～７割が０円である一方、

私立・私営では６割以上が年間 10

万円以上の予算をかけています。こ

れには、国公立・公営の園外研修の

費用が申請後に支給されたり、自治

体が開催して費用を負担していたり

することが考えられます。私立・私

営はそれぞれの園の方針に合わせて

予算配分が可能という背景もありそ

うです。 

■０円 ■１円～１万円未満 ■１万円～５万円未満　 
■５万円～10万円未満 ■10万円以上  

園内研修にかける予算（年額） 図２ 

注１　複数回答 

保育士が研修に参加するための工夫 図３ 

注１　記述式。特に予算がなければ「０」円と記入 
注２　無答不明を除く　　注３　区分下の数字はサンプル数（以下同） 
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園外研修の頻度 図４ 

注１　最も近いものを１つ選択 
注２　１人でも参加していれば、１回とカウント 
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データから見る 
幼児教育 

園内研修にかける予算（年額）を教えてください。 Q

幼保・公私ともに０円が最多。公営保育所では約９割が０円 

なるべく多くの保育士等が研修に参加するために、どのような工夫されていますか。 Q

保育終了後の時間に園内研修を実施するという園が半数以上 

教員（保育士等）が受講する園外研修（外部の講習会など）について、 
参加頻度をおたずねします。 

Q

私営保育所の半数以上が、月１、２回以上園外研修に参加 

園外研修にかける予算（年額）をおたずねします。 Q

国公立・公営の約６～７割が０円、私立・私営は費用分布が幅広い 
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★園内研修にかける予算では、幼保・

公私ともに０円が最多となり、特に、

公営保育所では約９割が０円という

結果となりました。公私で比較する

と、私立・私営の４園に１園程度は

年間 10 万円以上と回答しており、

これは国公立・公営に比べると高い

数値となっています。国公立・公営

は、申請をしてから費用が支給され

ることもあるため、予算額としては

０円と回答していることも考えられ

ます。各園が限られた予算の中で、

園内研修を行っている実態が明らか

になりました。 

★保育所調査において、なるべく多

くの保育士等が研修に参加するため

の工夫を聞いたところ、半数以上の

園が「保育終了後に実施」していま

した。公私で差があるのは、「保育

所の利用者数が少ない日に実施」で、

これは私営が約15ポイント高い結

果となりました。「その他」の回答

を見ると、「午睡の時間」「昼休憩」

という回答が多く、ほかには「土日」

や「職員会議のときに」などが見ら

れました。長時間の保育の合間や終

了後に集まるなど、時間をつくる工

夫をしている園も多くあるようです。 

★外部の講習会など、園外研修への

参加頻度は、国公私立幼稚園と、公

営保育所の約6割が年に数回の参加

という結果でした。それらと比較す

ると、私営保育所の半数以上が月に

１、２回の園外研修に参加しており、

参加頻度が高い傾向がありました。

外部で行われる研修への参加は、職

員の配置など園の実情も影響してい

るようです。 

★園外研修にかける費用は、園内研

修の費用に比べて、公私の別で費用

分布に差が見られました。国公立・

公営の約６～７割が０円である一方、

私立・私営では６割以上が年間 10

万円以上の予算をかけています。こ

れには、国公立・公営の園外研修の

費用が申請後に支給されたり、自治

体が開催して費用を負担していたり

することが考えられます。私立・私

営はそれぞれの園の方針に合わせて

予算配分が可能という背景もありそ

うです。 
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園内研修にかける予算（年額） 図２ 

注１　複数回答 

保育士が研修に参加するための工夫 図３ 

注１　記述式。特に予算がなければ「０」円と記入 
注２　無答不明を除く　　注３　区分下の数字はサンプル数（以下同） 
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幼児教育 

園内研修にかける予算（年額）を教えてください。 Q

幼保・公私ともに０円が最多。公営保育所では約９割が０円 

なるべく多くの保育士等が研修に参加するために、どのような工夫されていますか。 Q

保育終了後の時間に園内研修を実施するという園が半数以上 

教員（保育士等）が受講する園外研修（外部の講習会など）について、 
参加頻度をおたずねします。 

Q

私営保育所の半数以上が、月１、２回以上園外研修に参加 

園外研修にかける予算（年額）をおたずねします。 Q

国公立・公営の約６～７割が０円、私立・私営は費用分布が幅広い 
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★公営保育所では半数以上、国公立幼稚園や私営保育所

でも約４割が非正規雇用（契約期間に定めがある）であ

ることがわかりました。延長保育や一時保育など、保育

の多様化・長時間化への対応のため、非正規のスタッフ

が必要なことが考えられます。公営保育所の非正規割合

が高い背景には、運営費の一般財源化が人件費に影響し

ていることが考えられそうです。保育者の処遇や研修の

機会の違いを踏まえたうえで、保育者同士がいかに情報

を共有し、協力できる体制をつくれるかが、ますます重

要になってくると言えるでしょう。 

★幼稚園教諭では、6～７割が保育

士資格を併有していました。また、

保育士は幼稚園教諭第二種免許状の

取得者が約8割と高いことがわかり

ました。小学校教諭免許の取得者は

幼稚園教員に比較的多く、国公立幼

稚園では約 3割が所有しています。

このような背景には、養成課程で保

育士と幼稚園教諭の免許を両方取得

することが奨励されていることや、

幼稚園と小学校の教諭免許取得に必

要な単位が一部共通になっているな

どの背景がありそうです。 

★幼保いずれも国公立・公営の方が、

私立・私営に比べて経験年数が多い

教員（保育士）の占める割合が多く、

４～５割が10年以上の経験があり

ます。幼保で差が見られたのは、５

年未満の保育者の割合で、保育所（約

３～４割）に比べて、幼稚園（約４

～５割）が多くなっています。一概

に経験年数が長い保育者が多ければ

よいということではありませんが、

若手、中堅、ベテランの保育者がそ

れぞれに学びあう風土があることが

大切と言えるのではないでしょうか。 

注１　園長（所長）、副園長（副所長）、主任を除く  
注２　内訳の合計と教員（保育士）数が一致したサンプルのみ分析  

注３　各園の平均値  
注４　無答不明を除く 

教員の雇用形態（幼稚園） 図６－１ 

■フルタイムで正規雇用　　　■フルタイムで非正規雇用　　　■パートタイム雇用 

（%） 1000 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（%） 1000 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（%） 1000 10 20 30 40 50 60 70 80 90

幼稚園（国公立） 198

幼稚園（私立） 388

保育士の雇用形態（保育所／正規非正規の別） 図６－２ 
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教員・保育士の免許、資格保有など 図７ 

注１　教員（保育士）数合計と、経験年数別人数の合計が合致したサンプルのみ分析  
注２　各園の平均値　　注３　無答不明を除く 

注１　各免許・資格の保有者数を、教員数合計で割った各園の平均値  
注２　無答不明を除く　　注３　複数保有している場合は、それぞれカウント 

教育・保育士の経験年数 図８ 
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データから見る 
幼児教育 

教員（保育士）数の合計と、雇用形態別の内訳人数をおたずねします。 Q

公営の保育所では半数以上が非正規雇用 多くの保育士が幼稚園教諭免許も併有。国公立幼稚園は約3割が小学校免許取得者 

教員・保育士の経験年数をおたずねします。 Q

国公立幼稚園・公営保育所の約半数に１０年以上の保育経験 

教員の免許・資格保有数などをおたずねします。 Q
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今回「園内研修」をテーマに取材を行っ
て感じたことは、保育には「こうすればい

い」という答えがないということでした。だからこそ、保育者が
各々の考え方や見方を共有し、保育を振り返り続けることが大
切なのでしょう。園内研修の手法は多くありますが、保育者同
士が気軽に相談し合えるような雰囲気をつくることが、何より
の学び合いの機会となるのかもしれません。（杉田）

編 集 後 記

次号は2010年1月下旬発刊（予定）
年３回の発刊（予定）です

2 0 1 0 ● S p r i n g

上記の刊行物はすべてホームページからご覧いただけます。

http: //www.benesse.co.jp/ jisedaiken/

ベネッセ次世代育成研究所からの発刊物のご案内

ベネッセ次世代育成研究所各種検索エンジンで
「ベネッセ次世代育成研究所」と検索してください。

Ａ４判　２４ページ

◎２００８年３月に告示された幼稚園教育
要領改訂のポイントを解説。また、幼稚園
における子育て支援の実態について、ベ
ネッセ次世代育成研究所が行った調査
の結果や現場の実践例を紹介しています。

特集

幼稚園教育要領改訂の
ポイント

Ａ４判　２４ページ

◎幼稚園教育要領の改訂を受け、現場
ではどのようなことに留意して保育を展開
していくとよいでしょうか。「規範意識」「協
同して遊ぶ」という改訂のキーワードを解
説する実践紹介も掲載しています。

特集

幼稚園教育要領改訂を
日々の保育にどう生かす？

Ａ４判　２４ページ

◎改訂幼稚園教育要領でも強調された
「幼小連携」について、調査より明らかに
なった現状や実践例を紹介しています。
座談会では小学校が幼稚園に期待する
ことを取り上げました。

特集

幼小連携の充実に向けて
現場が取り組むべきこと

Ａ４判　２４ページ

◎今後の動きが注目される幼保一体化
について、その課題や展望を汐見稔幸先
生と無藤隆先生の巻頭対談でとりあげま
す。また、幼保公私さまざまな立場のかた
からの寄稿から新しい幼児教育を考えて
います。

インタビュー

幼保一体化と
新しい幼児教育

発行人 新井 健一
編集人 後藤 憲子
印刷・製本 （株）協同プレス
企画・製作 ベネッセ次世代育成研究所
発行所 （株）ベネッセコーポレーション　
 〒１０１-８６８５　東京都千代田区神田神保町１-１０５
 神保町三井ビルディング

編集協力 （有）ペンダコ／二宮良太
撮影協力 ヤマグチイッキ／
 谷口哲／川上一生

「これからの幼児教育を考える」2009秋号
2009年9月20日発行

次号予告

幼児教育・保育に関する発刊物

◎０歳から就学前までの子
どもの成長発達と保育者の
かかわりや、幼児の言動の
意味と援助のポイントをまと
めました。

Ａ４判　１１２ページ

保育所での
子どもの発達と
保育のポイント

©ベネッセ次世代育成研究所　◎無断転載を禁じます

無料

◎４、５歳児の遊びの事例
を５９サンプル収集し、遊び
に含まれる学びの可能性や
保育者のかかわりを分析し
ました。

Ａ４判　７２ページ

幼児の遊びにみられる
学びの芽

無料

無料

◎全国の幼稚園・保育所を
対象に共通の設計に基づ
き、幼児教育・保育の実情
と課題を明らかにした調査
の報告書。

B5判　160ページ

第1回 
幼児教育・保育についての
基本調査報告書
（幼稚園編・保育所編）

頒価1500円有料

NEW

※ホームページから購入申込みできます。

2 0 0 9
A u t u m n

1

1

特集

インタビュー

振り返り、課題を見つけ、改善を図るサイクルを
東京大学大学院教育学研究科教授　秋田喜代美

6 園内研修に関するQ&A

ポイントを押さえて研修をより効果的に
関東学院大学人間環境学部准教授　大豆生田啓友

19 調査データ

園内研修の頻度　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19
園内研修にかける費用（年額）・・・・・・・・・・ 20
多くの保育士が研修に参加するための工夫　・・ 20
園外研修の頻度　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21
園外研修にかける費用（年額）・・・・・・・・・・ 21

教員・保育士の雇用形態　・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22
教員・保育士の資格　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23
教員・保育士の経験年数　・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23
保育の質の維持・向上のために必要な保育士等　・・ 24
保育士等の質向上のために必要だと思うこと　・・・・ 24

　少子高齢化､核家族化のさらなる進行､女性の社会進出、経済のグローバル化､ ITによる情
報化など、社会環境の変化が加速し、家族のあり方や親子関係を含めた子どもの成育環境に
大きな変化が起こっています。
　ベネッセ次世代育成研究所は、子育て世代の生活視点を大切にしながら､妊娠・出産､子育
て、保育・幼児教育､子育て世代のワークライフバランスを研究領域として、家族と子どもが｢よく
生きる｣ための学術的な調査研究と体系的な理念の構築を行います。
　また､その調査研究成果を子育て世代を支える産科･小児科などの医療機関､保育・幼児教
育の専門家の方々に発信し、よりよい子育て環境をつくる一助となることを目指します。
　さらには､調査研究ネットワークを海外へも広げ、複眼的､学際的視点から日本の次世代育成
を考えていきます。

C o n t e n t s  

ベネッセ
次世代育成研究所
とは

10

12

14

16

事例1　ビデオカンファレンス　◎　東京都　新宿区立戸塚第二幼稚園

事例2　複数園による合同研究保育　◎　岡山県赤磐市　あすなろ保育園

事例3　全員参加による教育課程の編成　◎　静岡県静岡市　静岡豊田幼稚園

事例4　ロールプレイ　◎　東京都品川区　二葉すこやか園

B.C 0801129 これからの幼児教育を考える 色校／金子 D    BK H21
8/11
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Data

★保育士等の質が向上するために必

要なことを聞いたところ、公私でそ

の順位に差が見られました。公営で

は1位「研修時間の保障」２位「適

切な自己評価」、３位「年次研修の

充実」でしたが、私営では１位「給

与面での待遇改善」、２位「研修時

間の保障」、３位「適切な自己評価」

となっています。特に私営では「給

与面での待遇改善」については、公

営より 24.8 ポイントも高くなって

います。保育士等の質の向上のため

には、研修時間の保障や適切な自己

評価が求められるのと同時に、特に

私営においては給与面での待遇改善

が強く求められていることがわかり

ました。 

★保育所調査において、自園におい

て保育の質の維持・向上のために必

要な保育士等を聞いたところ、公私

ともに「障がい児や特別に支援を要

する園児などに関する専門性が高い」

「子育て支援に関する専門性が高い」

「保育士経験年数の多い」という順

になりました。公私の違いを見ると、

「障がい児や特別支援児への専門性」

は、公営のほうが約13ポイント高く、

また、「保育士の経験年数」では、

私営のほうが5ポイント高くなって

おり、それぞれに必要感が高いこと

がうかがわれます。 
注１　あてはまる番号を２つまで回答  
注２　選択された割合の合計 

保育の質の維持・向上のために必要な保育士等 図９ 
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保育士等の質が向上するために必要なこと 図10

注１　上位３つまで選択。数値は選ばれた割合の合計 

（%） 10 20 30 40 50 60 70

■保育所（公営）　　■保育所（私営）　 

0

保育士等の養成教育の年限延長 

保育所・幼稚園の資格・免許の 
併用促進 

保育所・幼稚園の資格・免許の一元化 

保育士等の給与面での待遇改善 

保育士等の労働時間の是正 

保育士等を対象にした 
研修時間の保障 

保育士等の経験年数による 
年次研修の充実 

保育士等の資格更新制度の導入 

保育士等の適切な自己評価 

その他 

■保育所（公営）　　　　■保育所（私営）

保育士経験年数の多い保育士等 

幼稚園教員免許を保有する保育士等 

小学校教員免許を保有する保育士等 

障がい児や特別に支援を要する園児 
などに関する専門性が高い保育士等 

子育て支援に関する 
専門性が高い保育士等 

食育に関する専門性が高い職員等 

その他 

25.6
30.6

4.7
4.3

3.9
2.9

79.9
66.5

52.6
51.1

8.8
10.8
10.9

16.6

22.3
29.5

5.9
3.7

3.2
3.7

13.4
8.9

12.3
15.3

32.1
30.6

66.2
54.7

45.4

51.9
44.5

35.4

34.9
59.7

データから見る 
幼児教育 

保育の質を維持・向上させるために、どのような保育士等が今よりも必要だと思いますか。 Q

「障がい児や特別に支援を要する園児などに関する専門性」が必要とされている 

私営保育所では「給与面での待遇改善」を求める声が最も多い 

保育士等の質が向上するために必要だと思うことはなんですか。 Q
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